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○八代市働く婦人の家条例 

平成１７年８月１日 

条例第２０４号 

改正 平成１９年３月３０日条例第１５号 

平成２０年６月３０日条例第４３号 

平成２１年６月２２日条例第４０号 

平成２４年３月３０日条例第１８号 

平成２５年１２月２７日条例第４６号 

令和元年７月２４日条例第９号 

（設置） 

第１条 勤労女性、勤労者家庭の女性及び勤労青少年の福祉増進を図るため、働く婦人の家を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 働く婦人の家の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 八代市働く婦人の家 

位置 八代市清水町２番９４号 

（事業） 

第３条 八代市働く婦人の家（以下「働く婦人の家」という。）においては、次に掲げる事業を行う。 

（１）生活、職業、健康、育児等に関する相談及び指導 

（２）一般教養、職業生活技術及び家庭生活技術に関する研修会、鑑賞会、展示会等の開催 

（３）グループ活動及びクラブ活動の推進及び指導 

（４）休養、レクリエーション等余暇の活用のための便宜供与 

（５）その他市長が勤労女性、勤労者家庭の女性及び勤労青少年の福祉を増進するために必要と認める

事業 

（休館日） 

第４条 働く婦人の家の休館日は、次に掲げるとおりとする。ただし、市長が特に必要があると認めたと

きは、これを変更し、又は臨時に休館することができる。 

（１）日曜日及び土曜日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（３）年末年始（１２月２８日から翌年１月４日まで） 

（開館時間） 

第５条 働く婦人の家の開館時間は、午前９時から午後９時までとする。ただし、市長が特に必要がある

と認めたときは、これを変更することができる。 

（利用者） 

第６条 働く婦人の家を利用できる者は、勤労女性、勤労者家庭の女性及び勤労青少年とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する者の利用に支障がない限り、それら以外の者も利用するこ

とができる。 

（利用の許可等） 

第７条 働く婦人の家を利用しようとする者は、あらかじめ、市長の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、働く婦人の家を利用する者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用の許可を

せず、若しくは既にした利用の許可を取り消し、又は退去を命ずることができる。 

（１）政治的又は宗教的活動に利用し、又はそのおそれのあるとき。 

（２）営利を図る目的で利用し、又はそのおそれのあるとき。 

（３）公の秩序若しくは善良な風俗を害し、又はそのおそれのあるとき。 

（４）集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になると認めるとき。 

（５）この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

（６）その他管理上支障があると認めるとき。 

（使用料） 

第８条 前条第１項の規定により利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）は、別表に定める使

用料を前納しなければならない。ただし、市長が特別の事由があると認めるときは、後納させることが

できる。 

（使用料の減免） 

第９条 市長が公益上特に必要があると認めるときは、使用料を減免することができる。 

（使用料の還付） 

第１０条 既納の使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、その全部又は
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一部を還付することができる。 

（１）天災地変その他利用者側の責めに帰し得ない事由により利用できなくなったとき。 

（２）利用の３日前までに利用の取消し又は変更を申し出て、市長が相当の事由があると認めるとき。 

（３）市の都合により利用を取り消したとき。 

（権利譲渡等の禁止） 

第１１条 利用者は、利用の権利を譲渡し、若しくは転貸し、又は働く婦人の家を許可を受けた目的以外

の目的に利用してはならない。 

（指定管理者による管理） 

第１２条 働く婦人の家の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定

により、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせるこ

とができる。 

２ 前項の規定により働く婦人の家の管理を指定管理者に行わせる場合は、第４条及び第５条の規定にか

かわらず、当該指定管理者は、必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、働く婦人の

家の休館日を変更し、若しくは別に定め、又は開館時間を変更することができる。 

３ 第１項の規定により働く婦人の家の管理を指定管理者に行わせる場合は、第７条及び第８条中「市長」

とあるのは、「指定管理者」と読み替えるものとする。 

４ 第１項の規定により働く婦人の家の管理を指定管理者に行わせる場合において、当該指定管理者が働

く婦人の家の管理を行うこととされた期間前にされた第７条（前項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）の規定による許可の申請は、当該指定管理者にされた許可の申請とみなす。 

５ 第１項の規定により働く婦人の家の管理を指定管理者に行わせる場合において、当該指定管理者が働

く婦人の家の管理を行うこととされた期間前に第７条（第３項の規定により読み替えて適用される場合

を含む。）の規定による許可を受けている者は、当該指定管理者の利用の許可を受けた者とみなす。 

（指定管理者の業務） 

第１３条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１）第３条各号に掲げる事業に関する業務 

（２）働く婦人の家の利用の許可に関する業務 

（３）働く婦人の家の維持及び修繕に関する業務 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が働く婦人の家の管理上必要と認める業務 

（利用料金制） 

第１４条 市長は、第８条の規定にかかわらず、第１２条第１項の規定により、働く婦人の家の管理を指

定管理者に行わせる場合は、前条各号に掲げる業務のほか、その利用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）を指定管理者の収入として収受させることができる。 

２ 利用料金の額は、別表に定める額を上限として、指定管理者が市長の承認を得て定める額とする。 

３ 指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得て定めた基準により、利用料金の減免又は還付をすること

ができる。 

（損害賠償の義務） 

第１５条 利用者は、働く婦人の家の建物等を損傷し、又は滅失したときは、速やかにこれを原状に復す

るか、又は市長が認定する額を賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認めたときは、

この限りでない。 

（運営委員会） 

第１６条 働く婦人の家の円滑な運営に資するため、八代市働く婦人の家運営委員会（以下「委員会」と

いう。）を置く。 

２ 委員会の委員は、１０人以内とし、市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。 

４ 前２項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１７年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の八代市働く婦人の家の設置及び管理に関する条例（昭和

５７年八代市条例第１９号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定に

よりなされたものとみなす。 
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附 則（平成１９年３月３０日条例第１５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の八代市働く婦人の家条例第６条から第８条まで及び別表の規定は、この条例の施行の日以後

の許可に係る使用料について適用し、同日前の許可に係る使用料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２０年６月３０日条例第４３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年６月２２日条例第４０号） 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（平成２１年規則第３１号で平成２１年１２月１日から施行） 

附 則（平成２４年３月３０日条例第１８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

（八代市勤労青少年ホーム条例の廃止） 

２ 八代市勤労青少年ホーム条例（平成１７年八代市条例第２０６号）は、廃止する。 

附 則（平成２５年１２月２７日条例第４６号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

５ 第４条から第１１条まで、第１３条から第１５条まで、第２２条、第２６条から第２８条まで、第３

０条から第３３条まで及び第４０条から第４６条までの規定による改正後の八代市文化センター条例、

八代市体育施設条例、八代市総合福祉センター条例、八代市老人憩いの家条例、シルバーワークプラザ

八代条例、八代市地域ふれあいセンター条例、八代市保健センター条例、サンライフ八代条例、八代市

働く婦人の家条例、八代市勤労福祉会館条例、八代市がらっぱ広場条例、八代市日奈久観光交流施設条

例、八代市龍峯農業研修所条例、八代市農村婦人の家条例、八代市農事研修センター条例、八代市生活

館条例、八代市都市公園条例、八代市普通公園条例、八代市都市運動場条例、八代市立学校体育施設等

条例、八代市公民館条例、八代市南部市民センター条例、八代市赤星公園条例、八代市八竜山自然公園

条例、八代市社会教育センター条例及び八代市さかもと青少年センター条例の規定は、施行日以後の利

用の許可に係る使用料及び施行日前にした利用の許可で施行日以後に使用料が納付されるものに係る

使用料について適用し、施行日前の利用の許可（施行日以後に使用料が納付される利用の許可を除く。）

に係る使用料については、なお従前の例による。 

附 則（令和元年７月２４日条例第９号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、附則第２３項の規定は、公布の日から施行

する。 

（経過措置） 

２ 第２条から第５条まで、第７条から第１３条まで、第１６条、第１７条、第２２条から第２５条まで、

第２７条から第２９条まで、第３１条から第３７条まで、第４１条、第４３条から第４５条まで、第４

９条から第５１条まで、第５５条から第５７条まで及び第６０条の規定による改正後の八代市立学校体

育施設等条例、八代市公民館条例、八代市厚生会館条例、八代市鏡文化センター条例、八代市赤星公園

条例、八代市八竜山自然公園条例、八代市体育施設条例、八代市社会教育センター条例、八代市さかも

と青少年センター条例、日奈久温泉イベント広場条例、八代市千丁特産品直売所条例、八代市振興セン

ター条例、サンライフ八代条例、八代市泉農村研修センター条例、八代市農林産物流通加工施設条例、

八代市定住センター及び農産物加工施設条例、八代市生活館条例、八代市総合福祉センター条例、八代

市地域ふれあいセンター条例、八代市坂本地域福祉センター条例、八代市東陽地域福祉保健センター条

例、八代市老人憩いの家条例、八代市鏡地域福祉センター条例、八代市泉地域福祉センター条例、八代

市柿迫生きがいセンター条例、シルバーワークプラザ八代条例、八代市保健センター条例、八代市働く

婦人の家条例、八代市都市公園条例、八代市普通公園条例、八代市都市運動場条例、八代市立希望の里

たいよう条例、八代市がらっぱ広場条例、八代市広域交流地域振興施設条例、八代市五家荘観光施設条

例、八代市日奈久観光交流施設条例、八代市コミュニティセンター条例及び八代市環境センター条例（以

下「改正後の体育施設等条例等」と総称する。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後の利用に係る使用料について適用し、施行日前の利用に係る使用料については、なお従前の

例による。 
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２３ 改正後の体育施設等条例等、改正後の放送施設等条例、改正後の博物館条例、改正後の東陽交流セ

ンター条例等、改正後のふれあいセンター条例等、改正後のハーモニーホール条例、改正後の石匠館条

例、改正後の漁港管理条例、改正後の椎原診療所条例等、改正後の下岳診療所条例、改正後の駐車場条

例、改正後の港湾管理条例、改正後の手数料条例、改正後の水道事業条例、改正後のミュージアム条例、

改正後の日奈久温泉施設条例、改正後の農事研修センター条例及び改正後の農園条例（以下「改正後の

条例」と総称する。）の使用料等については、施行日前においても、改正後の条例の使用料等に関する

規定の例により、改正後の条例に定める額を徴収することができる。 

別表（第８条、第１４条関係） 

区分 使用料（１時間当たり） 

体育室 ２６０円 

調理室 ４７０円 

６８０円 

和室 ３１０円 

５２０円 

講習室１ ２００円 

３１０円 

講習室２ １５０円 

２６０円 

講習室３（別館） ２４０円 

３５０円 

講習室４（別館） ３２０円 

４３０円 

講習室５（別館） ２４０円 

３５０円 

講習室６（別館） ２４０円 

３５０円 

講習室７（別館） ３２０円 

４３０円 

講習室８（別館） ２４０円 

３５０円 

講習室９（別館） ３２０円 

４３０円 

講習室１０（別館） ３２０円 

４３０円 

備考 

１ 各区分（体育室を除く。）の使用料下段は、館内の冷暖房稼働時の金額とする。 

２ 体育室における冷暖房の使用料は、１台１時間当たり２００円とする。 

 


